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国保保険料(税)賦課政策 と被保険者負担(1)*
1は じ め に









重要である。なぜ なら,市 町村 の裁量いかんで被保険者の負担する保険料
(税)に差が生 じる可能性があるからである。
本稿では,「平成7年 度国民健康保険実態調査報告」(1997(平成9)年 出
版)な どの資料を使い,国 保保険料(税)賦 課局面における市町村の政策の違
いによって,市町村間お よび市町村内部の被保険者間に公平性の観点から無視
できないような負担格差が存在することを示す。つまり,従来,国 保の保険料
(税)格差の主因とされて きた構造問題(高 齢 ・低所得者問題)だ けでなく,
*本 稿 は,文 部省科学研究費補助 金に よる研究成果の一部であ り,1999いF成II)年is月17日の
日本経 済学会 にお ける発表稿を加 筆修正 した ものであ る。
本研究の遂行 に当た?て は,京 都大学 の西付周 三教授 に御指導頂いた。 また,学 会発表 の際に
は,早 稲 田大学の馬場義久教授 な らびに法政大学 の小椋正平教授か ら貴重な コメン トを.頂いた。
この場 を借 りて,謝 童 を表 したい.
なお,内 容 についての誤 りは.す べて筆者の責任であ る。
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市町村 が 自.発的に行 う賦課政策 によって も,保 険料(税)格 差が生 じ得 るこ と
を示す。 さらに,国 保被保 険者世帯 の 「属性 の違 い」(年齢構 成,家 族構成,
世帯 主の職業)が,保 険料(税)負 担 額 に多大 な影響 を与 えているこ と,特 に,
高齢 者 とそれ以外 の者 との 間の国保保 険料(税)の 格差が,単 なる負担能力の
違いに よる もので はな く,制 度 トあ るいは政策 的な意 図に よって行 われた もの

















規模(国 保被保険者数)に応 じて分類 し,それに基づいて市町村の保険環境お
よび保険料(税)賦 課政策について検証する。具体的には,被保険者数5千 人
未満,同5千 人以上1万 人未満,同1万 人以 ヒ5万人未満,同5万 人以上10万
人未満,同10万人以 ヒ20万人未満,同20万人以上の計6グ ループに分けて分析
■20(20)
を 行 う 。
第166巻 第1号
III国保の保険環境
第1図 は各保険者 に属す る被保険者数 を年齢 階級別 に見た もの であ り,こ こ
か ら2つ の特徴が見出せ る。 ひとつは,20歳か ら39歳までの年齢階級 に属する
被保険者の構成割合が,保 険者規模 が大 きくなるほ ど高 まること。 もうひ とつ
は,60歳以上の年齢 階級 では,保 険者規模が小 さ くなるほどその構成割合が上
昇す ることである。 こうした2つ の力 によって,図.L,59歳と60歳の境界線が
保険者規模 が小 さくなるにつ れて左 に大 き く彎 曲している。そ して,5千 人未
満の保 険者 では,60歳以上の高齢加入者 比率 が なん と50%にまで達 している。
1995(平成7)年 度 時点 の高 齢化率(65歳以上 の高齢者 の全人 口 に占める比
率)が14.5%台であ ることを考 えれば,い かに多 くの高齢者が国保,特 に零細
国保市 町村 に集 中 してい るかが分かるだろ う。





















じて費用 を負担 させる。これに対 して応益原則では,あ る財 ・サービスの提供
によって便益を受ける人が費用を等 しく負担する。国保では,応能負担(「所
得割」,「資産割」)と応益負担(「被保険者均等割」,「世帯別平等割」)を組み








料(税)を 賦課する(換 言すれば,資産割や世帯別平等割を課さない)傾 向が
強いことが見い出せる。
2保 険料 賦 課方 式 の構 成 割 合 の 相 違
さ て,賦 課 方 式 を 決 定 し た 後 は,所 得 割,資 産 割,被 保 険 者 均 等 割,世 帯 別
平 等 割 の 構 成 割 合 を 決 め な け れ ば な ら な い 。 施 行 令 や 地 方 税 法 で は,各 々 の 賦
D実 際 には,.4方式,3方 式,2方 式 の うちのいずれ かを選択す る。4方 式 とは,全 ての項 目
(所得割,資 産割,均 等割,平 等割)に よる賦 課方式 。3方 式 とは.4方 式か ら資産割 を除いた
賦課方式.2方 式 とは,所 得劔 と均 等割のみに よる賦課 方式。
2)1995(平成7)年 度時点で20万人以上の国保鼓保 険者 を抱 える自治体は次の通 り。札幌市,仙
台市,千 葉市,東 京都大田区,東 京 都世田谷区,東 京都練馬区,東 京都足立区,横 浜市,川 崎市,





































か。第2表 は,1995(平成7)年 度の国保保険料(税)算 定額の内訳構成割合
を保険者規模別に見たものである。第1に いえることは,保険者規模が大 きく
.なるほど,所得割が増 え,資産割が減っていることである。このような資産割
の減少は,大都市の賦課方式が主 として,3な い し2方式であるためである。
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第2表 保険者規模別保険料(税)算 定額内訳構成割合(単 位=%)




































































し⇒ 市町村民税額もしくは都道府県民税額 と市町村民税額の合計額 を用いる
方式
?Z4(24〕 第166巻 第1号



















































よう。第3表 によると,5万 人未満の保険者では,「旧ただし書 き方式」を所
得割の算定基礎とする市町村が圧倒的多数を占めているのに対 して,5万 入を
超える中規模および大規模保険者では,「市町村民税額」もしくは 「都道府県
民税額と市町村民税額の合計額」 を算定基礎 として選択する.市町村が著 しく増
加する。被保険者数20万人以 ヒの大都 市に至っては,「旧ただ し書き方式」を
選択 したのは1団体に過 ぎず,ほ とんどの市町村がそれ以外の方式を選択 して
いることが分かる。 したがって,保 険者の規模が大 きくなるほ ど,「旧ただ し
















































































保険料(税)軽 減措置は,法定軽減,申 請軽減 ともに所得制限が課 されてい


































































團 所.得無 し 囲100万円未満








いている 「所得」は,地 方税法M314条の2第1項 に規定する 「総所得金額」
及び 「山林所得金額」である。ここでいう 「総所得金額」 とは,簡単にいうと,
各種収入金額からそれぞれの稼得に必要と思われる経費を控除 した残額(各 種
所得)の 合計額を指す。これを 「給与所得」 と 「公的年金」の場合に分けて具
体的に説明すれば,前 者は給料等の収入か らその必要経費である 「給与所得控.
除額」.を控除 した残額であ り,後者は公的年金額から 「公的年金等控除額」を
控除 した残額である。 したがって,所 得階級分類上の 「所得無 し」とは,必ず
しも資力がないことを意味 しない。.





















第6表 は,保 険者規模別の保険料(税)算 定額に占める減免額の割合を示 し
たものである。それによると,概ね,保 険者規模が拡大するほど減免割合が上
昇することが分かる。 これは大規模保険者の方が 自らの裁量によって保険料
(税)を軽減する余地が高いことを意味 している.し か し,このようにして減












O.10 o.D9 0.16 1.46......0 61 1.44
出所=厚 生省保険局調査課編[199アコ より作成。
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免 された保険料 は,他 の被保険者への付加的徴収や一般会計繰 入金の増加 につ






















図0円 ■D-3㎜ 円 □30W-6㎜ 円 騨6㎜ 一㎜ 円
■ ㎜ ～12〔順)Ill■12㎜一15㎜円E-15㎜ 円～.
出所:国 民健康保険中央会編[1997]より作 成。
30(30)第 三66巻第1号
政令指定都市(ユ2都市).と特 別区(東 京23区)の実 に80%が,被 保険者1人 当
・り15,000円以 上の繰 り入れ を行 って いる。 一方,町 村 部(小 規模 保険者 に相
当)で 同規 模 の繰 り入れ を行 ってい るの は,2,562町村 の うちの僅 か70町村
(2.7%)に過 ぎない。.また,町 村部 の うちの約半分(1.170町村)が 繰 り入れ
を全 く してい ないの に対 して,市 部 で繰 り入 れを してい ない とこ ろは197市
(28.7%)に限 られるqす なわ ち,70%以上 の市 が何 らかの繰 り入れ を行 って
いるの である。 したが って,一 般会計繰入金のなかで も特 に市 町村独 自の部分
につい ては,保 険者の規模が大 き くなるほ ど,繰 り入れる機会,金 額が と もに
高 くなる傾向があるQ
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